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第３章 エコ通勤実施企業における活動実態把握                  

３－１ 企業インタビュー調査項目 

 

①エコ通勤実施企業 

ヤマハ発動機(株)にて実施されている「エコ通勤」について、エコ通勤制度を導入するに

至った経緯や実施状況等について、企業担当者にインタビュー調査を行い、実施状況を把握

した。 

 

表３－１ 企業インタビュー調査項目 

＜エコ通勤に係る基礎情報＞ 

Q 事業所別の従業員数（雇用形態別、年齢階層別 等） 

Q 従業員の居住地（居住地域、社宅・寮の規模・位置 等） 

Q 勤務形態（始業・終業時刻、夜間・深夜操業有無、操業カレンダー 等） 

Q 公共交通サービス状況（路線バス、送迎バスの運行区間、本数） 

Q 自動車通勤環境（許可範囲、通勤手当、自動車通勤者数、駐車場台数、二輪車用駐車場台数 等） 

Q 自動車通勤による弊害の状況（駐車場不足、道路交通渋滞 等） 

＜エコ通勤制度の導入に至った経緯＞ 

Q エコ通勤制度の導入の背景は？  

Q ヤマハ発動機(株)の企業理念とは整合しますか？ 

Q 制度は、ヤマハ発動機(株)独自のアイデアですか？参考となる先行企業などがありましたか？ 

Q エコ通勤制度の導入準備の態勢は？ 

（プロジェクト体制、準備期間等） 

Q エコ通勤制度導入の成功要因は？ 

（トップマネジメント、リーダーシップの存在、従業員啓蒙プログラム、 

各種インセンティブ等） 

＜エコ通勤の実施状況＞ 

Q エコ通勤の参加者の開始当初から現在までの状況は？ 

Q エコ通勤進捗状況の把握方法は？ 

Q エコ通勤参加率の目標は？ 
Q エコ通勤への参加要請の方法は？ 

Q エコ通勤のメニューの概要は？ 

Q エコ通勤の内訳は（現状）？ 

＜エコ通勤の効果＞ 

Q エコ通勤の目標となる自動車通勤台数の減少は？ 

Q 二輪車等の通勤台数の増加は？ 

Q 企業としてのメリットは？ 

Q 企業としてのデメリットは？ 

＜エコ通勤の課題＞ 

Q エコ通勤参加者からの要望は？ 

Q 今後の課題は？ 

＜エコ通勤の拡大＞ 

Q 今後の展開方向は？ 

Q メニューの見直しは？ 

Q 公共への期待は？ 

（公共バスの増便、企業バス運用費補填、P&R用駐車場設置、MM情報の提供など） 

Q 後続の企業に対するアドバイスは？ 

（トップ判断、社内合意等）  
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３－２ 企業インタビュー調査結果 

 

（１） エコ通勤制度の内容 

 

表３－２ エコ通勤制度の内容 

１．二輪車購入補助 ・二輪車購入  

⇒15％キャッシュバック制度 

・パッソル（電動原付）・パス（電動自転車）購入 

 ⇒20％キャッシュバック制度 

２．レンタルパッソル ・パッソル（電動原付）の低料金でのレンタル制度 

３．ライディング講習会 ・無料安全講習会への参加 

・2輪免許取得追加技能無料サービス 

・リターンライダースクール受講無料 

４．徒歩・自転車手当支給 ・直線距離2km以上の徒歩・自転車通勤者への1,000円／月手当て 

５．乗り継ぎ手当て支給 ・最寄駅まで実走行距離2km以上の通勤者2,000円／月手当て 

６．通勤バス増便 ・ヤマハ発動機(株)本社＝JR磐田駅間の企業通勤バスの増便 

 ヤマハ発動機(株)のエコ通勤制度は主に 6種類のメニューにより構成されている。この中

でヤマハ発動機(株)としては、１．二輪車購入補助、２．レンタルパッソル、３．ライディ

ング講習会等の二輪交通によるエコ通勤を特に強く推進している。 
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（２）エコ通勤制度導入の背景 

 

 

 

 

 

 

 

ヤマハ発動機(株)の環境委員会は、平成11年より社員に対してエコライフノート（環境家

計簿）を 5年間実施してきた。この中で、社員 1人当りの年間CO2排出量の内訳において、

全体の25％が通勤時に発生していることを把握した。 

ヤマハ発動機(株)は周辺工場とあわせて磐田地域に勤務する従業員が約 1万人おり、その

うち約70％が自動車で通勤している。この中で、自動車通勤をしている通勤者の15％が自動

車から徒歩や自転車、公共交通機関などに転換すれば、二酸化炭素排出量は現在の通勤時と

比較して 12％にあたる年 1100トンを減らせると試算した。そこでヤマハ発動(株)の自動二

輪製造企業という特性を生かして、何か環境に対して取り組めないかという環境委員会の分

科会の提案によりエコ通勤制度の導入に至った。 

導入にあたっては、役員の了解や通勤手当という金銭的な部分が関係するため組合の了解

等、社内の複数の部署との合意により実現に至った。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・エコ通勤開始⇒2004年12月からスタート 

・導入の背景⇒1999年からの社員環境家計簿調査結果 

（社員1人当たりの年間CO2排出量全体の25％が通勤時に発生） 

（自動二輪車関連企業として環境に対して何か取り組めないか？という出発点） 

・社内の複数関係者との合意により実現に至った。（役員・組合等） 
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（３）エコ通勤制度の実態 

 

 

 

 

 

 

ヤマハ発動機(株)のエコ通勤参加者は、現在約 150人ほどである。内訳としては自転車、

パス、パッソル、自動二輪車によるエコ通勤が多い。しかし実際には、エコ通勤補助制度が

適用されないISO14001範囲のエコ通勤者（軽自動車やハイブリッド車による制度対象外のエ

コ通勤者）も存在する。この ISO14001範囲でのエコ通勤者は全従業員の 60％にものぼる。

また、エコ通勤としての正式な届出を行わず、自主的に以前からエコ通勤を実践している方

も存在しており、これらを含めると、より多くの方がエコ通勤しているとヤマハ発動機(株)

側は考えている。 

ヤマハ発動機(株)がエコ通勤成功要因としてあげているのは、ヤマハ発動機(株)が二輪製

造業としての背景を持っていたこと、そして、職員への制度利用によるメリット、インセン

ティブを明示したこと。最後に、職員に対して強制するのではなく、自発的な行動にまかせ

たことを成功要因としてあげている。 

 

（４）ヒアリング内容 

     (実施日：平成17年12月19日 場所：ヤマハ発動機(株)本社） 

 

Q1.  エコ通勤制度の導入の背景は？  

平成 11年より社員に対するエコライフノート（環境家計簿）を 5年間実施してきた中で、

社員1人当りの年間CO2排出量の内訳において、全体の 25％が通勤時発生することが分かっ

たため、エコ通勤制度を導入した。 

 

Q2.  ヤマハ発動機(株)の企業理念とは整合しますか？ 

エコ通勤は、ヤマハ発動機(株)の感動創造企業としてのチャレンジである。お客様に喜ん

でもらえること、感動を与えることの中で、環境のために自動車利用について見つめ直す中

で、二輪アシスト製造業だからこそ、できることという部分で、ヤマハ発動機(株)の企業理

念と整合していると考える。 

 

Q3.  制度は、ヤマハ発動機(株)独自のアイデアですか？参考となる先行企業などは

ありましたか？ 

参考にした企業はなく、我々独自のアイデアである。二輪製造企業として、今回のエコ通

勤を実行に移す場合においても、他社に比べて有利なノウハウがあった。 

 

 

 

 

エコ通勤参加者  150人  エコ通勤方法 自転車・パス・パッソル（26.7％） 

自動二輪車（24.2％） 

エコ通勤成功要因 ① 二輪製造業としての背景  

② 職員へのインセンティブを明示 
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Q4.  エコ通勤制度の導入準備の体制は？（プロジェクト体制、準備期間等） 

プロジェクト検討開始～運用開始までの期間・プロジェクト室設置の決定を誰

がいつ行ったか・プロジェクト室の設置部署、人数、他部署との交渉は必要で

したか？ 

環境委員会の分科会として、20名程度の各職場代表の委員によって構成されるエコライフ

分科会が平成 11年より活動していた。このエコライフ分科会からエコライフノートの提案、

そして平成 16年12月からのエコ通勤への導入に結びついた。他部署との交渉については、

エコライフ分科会での提案を環境委員会に上げ、役員の了解を得るという形で、エコ通勤の

導入のための交渉が必要であった。また、通勤手当などの金銭的な部分がかかわるため、人

事部の了解、また組合の了解を得る必要性があった。 

 

Q5.   エコ通勤制度導入の成功要因は？（トップマネジメント、リーダーシップの

存在、従業員啓蒙プログラム、各種インセンティブ等） 

二輪製造企業として、エコ通勤を導入しやすい背景があったこと。気持ちだけでなく、職

員に対するインセンティブなどのメリットを明確にしたこと。また継続性についても、職員

がエコ通勤を実施しているか等の強制的なチェックをかけることはせずに、職員の自発的な

行動にまかせたことなどが成功している要因と考えている。 

 

Q6.   従業員数に占める自動車通勤者数は？ 

 ヤマハ発動機(株)と関連会社社員約10,000人のうち、約73％が自動車で通勤している。 

    

Q7．  従業員数に占めるバイク・原付通勤者数は？ 

オートバイだけで通勤申請している従業員は約8％（約800人）。自動車と併用している従

業員もいるため、実際にはさらに多いとみられる。  

 

Q8．  従業員駐車場台数は？ 

9工場（各工場の管轄）で40箇所に分散、駐車場台数は合計4,262台を確保しており、現

在足りている状況にある。駐車場用地については借地である。自動車駐車場については指定

箇所が定められており、月の利用料は500円である。二輪駐輪場については指定位置がなく、

会社から近い位置に確保されており、料金については無料である。 

 

Q9．  エコ通勤の参加者の開始当初から現在までの状況は？ 

既存の自動車通勤からエコ通勤に変更した人が 150人。従来からエコ通勤を自主的に続け

ている方はさらに多いと予想される。 

 

Q10． エコ通勤進捗状況の把握方法は？ 

強制的に続けているかなどのチェックはしてない。ノーツＰＣや紙などのアンケートによ

り進捗状況を自主的に答えていただいている。     
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Q11． エコ通勤参加率の目標は？ 

今後3年間でISO14001の範囲での取り組みを、現在の社員の60％の参加率から100％の参

加率を目標としたい。 

 

Q12． エコ通勤への参加要請の方法は？ 

参加記念品などの対象となる正式参加は、パンフレットについているエコ通勤届出書の提

出によるが、通勤方法申請書はイントラ、または届出書で提出による。この通勤方法変更届

出書を提出しなければ、通勤費用補助の対象とはならない。手続きはいたって簡単なもので

あり、この手続きの複雑さを理由に断念する方はいないと思う。 

 

Q13． エコ通勤のメニューの概要は？ 

      （P.47～P.48 パンフレット参照） 

１） 自動二輪購入補助 

２） レンタルパッソル 

３） ライディング講習会 

４） 徒歩・自転車手当て至急 

５） 乗継通勤手当支給 

６） 通勤バス増便 

 

Q14． エコ通勤の内訳は（現状）？ 

徒歩、自転車、バス、パッソル      26.7％ 

公共交通、乗り継ぎ、通勤バス    8.3％ 

自動二輪                          24.2％ 

ハイブリッド四輪（プリウスなど）  0.8％ 

軽自動車                          15.9％ 

マイカー以外の通勤月1回以上   24.1％ 

※（ISO14001範囲に拡大した、ハイブリッド車、軽自動車を含めたエコ通勤） 

 

Q15． エコ通勤の目標となる自動車通勤台数の減少は？ 

エコ通勤を実施する上では、天候によっては自動車と使いわけている方がおり、駐車場台

数の削減などに大きくは影響していない。このため自動車通勤台数の統計上の減少というこ

とで目標にしている数値はない。  

 

Q16． 二輪車等の通勤台数の増加は？ 

二輪については 2～3倍、徒歩についても2～3倍増えた状況にある。駐輪場については増

設することにより対応した。 

 

Q17． 企業としてのメリットは？ 

自社製品のアピールとなる。企業として、環境に対する姿勢を外に向けて示すことができ

る。 
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Q18． 企業としてのデメリットは？ 

毎月、進捗状況についてのアンケートの配信を ISO14001のプログラムに導入したために、

結果報告を公表する義務を負う。この中で、ISO14001において設定した通勤プログラム目標

に到達するには、まだまだ時間がかかりそうである。 

 

Q19． エコ通勤参加者からの要望は？ 

個別に声を聞く意見箱などは設置してない。職員の間での要望について、職員から伝わっ

てくる話をワーキンググループにあげることは行っている。 

 

Q20． 今後の課題は？ 

参加者の伸び悩み。今後3年間で、ISO14001範囲に拡大した通勤プログラムの中で、現在

の60％から100％まで拡大したいと考えている。 

 

Q21． 今後の展開方向は？ 

 更に、従業員に対しエコ通勤の啓発活動を行うことにより定着を図りたい。 

 

Q22． メニューの見直しは？ 

随時行っていく予定はある。 

 

Q23． 行政への期待は？（公共バスの増便、企業バス運用費補填、P&R用駐車場設

置、MM情報の提供など） 

磐田市の道路に、二輪車専用レーンを作っていただけないだろうか。(サイクルロード、観

光的なものは磐田市に現在ある。しかし通勤に使えるものは無い。) 

 

 

Q24.  後続の企業に対するアドバイスは？（トップ判断、社内合意等） 

活動する人のメリットを感じさせること。環境のために無理をせず、強制はしない。一歩

でも良いと思う。昨年よりも今年という実施提案が、会社を動かすところにつながると思う。 

 

追加質問１ 企業としてTFP（トラベル・フィードバック・プログラム）に興味があ

るか？ 

 興味ある人には可能であるかとは思うが、日記をつけるという行為は難しく、社員に負担

を与える気がする。人事異動も多く、転勤者に対しても、情報提供を行うことは難しいと考

える。 

 

 

 

 

 
 


